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広報伊丹■２０２２（令和４）年１１月１５日 第１４８２号（４）

令和３年度決算

（１面からの続き）

一
般
会
計
決
算
状
況

歳歳
入入

市
税
収
入
、
微
増

家
屋
の
新
増
築
の
増
加
な
ど

◎
主
な
増
減
理
由

【
市
税
】
３１５
億
３
千
９６６
万
円
（
前

年
度
比
０
・
１
％
、
３
千
８８０
万
円
増

加
）
。
徴
収
猶
予
の
特
例
の
終
了
や

家
屋
の
新
増
築
な
ど
に
よ
る
固
定
資

産
税
、
都
市
計
画
税
の
増
加
な
ど
に

よ
り
、
市
税
収
入
は
増
加
。

【
国
庫
支
出
金
】
２３５
億
６
千
３４
万

円
（
前
年
度
比
３７
・
８
％
、
１４３
億
３

千
２３７
万
円
減
少
）
。
子
育
て
世
帯
臨

時
特
別
給
付
金
事
業
費
補
助
な
ど
は

増
加
の
一
方
、
特
別
定
額
給
付
金
事

業
費
補
助
な
ど
の
減
少
に
よ
り
国
庫

支
出
金
は
減
少
。

歳歳
出出

扶
助
費
、
過
去
最
高
額
を
更
新

臨
時
特
別
給
付
金
な
ど

◎
主
な
増
減
理
由

【
扶
助
費
】
２９９
億
６６１
万
円
（
前
年

度
比
２１
・
７
％
、
５３
億
２
千
６７４
万
円

増
加
）
。
子
育
て
世
帯
臨
時
特
別
給

付
金
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
等
臨
時

特
別
給
付
金
の
増
加
な
ど
に
よ
り
過

去
最
高
額
を
更
新
。

【
補
助
費
等
】
８４
億
９
千
８０１
万
円

（
前
年
度
比
７１
・
０
％
、
２０８
億
３
千

９６１
万
円
減
少
）
。
特
別
定
額
給
付
金

事
業
費
補
助
な
ど
の
減
少
に
よ
り
、

補
助
費
等
は
減
少
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
関
連
経
費

国
の
補
正
予
算
・
予
備
費
に
よ
り

予
算
措
置
さ
れ
た
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交

付
金
な
ど
を
財
源
と
し
た
約
８３
億
円

規
模
の
感
染
症
対
策
に
取
り
組
み
ま

し
た
。

主
な
取
り
組
み
は
次
の
通
り
。

【
感
染
拡
大
防
止
対
策
】
２０
億
９８９

万
２
千
円
。
ワ
ク
チ
ン
接
種
事
業
、

公
共
施
設
の
感
染
拡
大
防
止
対
策
、

乳
幼
児
健
康
診
断
な
ど
の
感
染
拡
大

防
止
の
た
め
の
環
境
整
備
。

【
生
活
や
雇
用
の
維
持
と
事
業
の

継
続
支
援
】
５７
億
５
千
９００
万
７
千

円
。
子
育
て
世
帯
な
ど
へ
の
給
付
金

事
業
、
事
業
者
支
援
金
給
付
事
業
な

ど
厳
し
い
経
営
環
境
に
置
か
れ
た
飲

食
店
な
ど
を
支
援
。

【
地
域
経
済
の
活
性
化
】
２
億
９

千
２３２
万
９
千
円
。
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス

決
済
ポ
イ
ン
ト
還
元
事
業
、
芸
術
・

文
化
公
演
の
活
動
環
境
支
援
な
ど
市

内
経
済
の
活
性
化
。

【
社
会
的
な
環
境
の
整
備
・
新
し

い
暮
ら
し
の
ス
タ
イ
ル
の
確
立
】
２

億
６
千
７０５
万
７
千
円
。
情
報
教
育
推

進
事
業
、
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
施
策
推
進

事
業
な
ど
Ｄ
Ｘ
（
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン

ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）
を
さ
ら
に

加
速
。

財財
政政
状状
況況

健
全
な
財
政
状
況
を
維
持

【
基
金
残
高
"
表
１
】
市
の
貯
金

に
当
た
る
財
政
調
整
基
金
の
残
高
は

５８
億
９
千
１５７
万
円
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
対
策
施
策
な
ど
に
取

り
崩
し
を
行
っ
た
も
の
の
、
決
算
剰

余
金
の
積
み
立
て
な
ど
を
行
い
、
前

年
度
比
９
億
２
千
２４２
万
円
増
加
。

【
市
債
残
高
"
表
２
】
市
の
借
金

に
当
た
る
市
債
の
残
高
は
６４５
億
９
千

９７６
万
円
（
前
年
度
比
３６
億
４
千
５８９
万

円
増
加
）
。
市
債
の
残
高
の
う
ち
、

市
税
収
入
な
ど
市
の
負
担
で
返
済
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
普
通
債
は
約
３３１

億
円
と
な
り
、
平
成
１２
年
度
の
ピ
ー

ク
時
の
残
高
約
５９１
億
円
と
比
較
す
る

と
大
き
く
改
善
。

ま
た
、
返
済
の
た
め
の
財
源
を
国

が
手
当
て
す
る
特
例
債
の
残
高
は
約

３１５
億
円
と
な
り
、
前
年
度
よ
り
減

少
。

特
別
会
計
・

公
営
企
業
会
計
な
ど

【
特
別
会
計
】
国
民
健
康
保
険
事

業
、
後
期
高
齢
者
医
療
事
業
、
介
護

保
険
事
業
な
ど
６
つ
の
特
別
会
計
の

歳
入
総
額
は
３７９
億
７
千
６２３
万
円
、
歳

出
総
額
は
３７３
億
７
千
１９１
万
円
で
差
し

引
き
６
億
４３２
万
円
の
黒
字
。

【
公
営
企
業
会
計
】
病
院
事
業
、

水
道
事
業
、
工
業
用
水
道
事
業
、
下

水
道
事
業
、
交
通
事
業
、
モ
ー
タ
ー

ボ
ー
ト
競
走
事
業
の
６
つ
の
企
業
会

計
の
収
入
総
額
が
４７５
億
３５９
万
円
、
支

出
総
額
は
４４９
億
５
千
９４０
万
円
で
差
し

引
き
２５
億
４
千
４１９
万
円
の
黒
字
。

公
営
企
業
会
計
に
関
す
る
問
い
合

わ
せ
は
、
各
企
業
（
市
立
伊
丹
病
院

!

７７７
・
３
７
７
３
、
市
上
下
水
道
局

!

７８３
・
１
６
０
０
、
市
交
通
局
!

７８１

・
３
７
５
３
、
市
ボ
ー
ト
レ
ー
ス
事

業
局
!

０６
・
６
４
１
９
・
３
１
８

１
）
。
そ
の
他
決
算
全
般
に
関
し
て

は
市
財
政
企
画
課

!

７８４
・
８
０
２

８
。

構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、必ずしも１００％になりません。

表１ 財政調整基金の推移

幼児教育関連施策等分とは、土地開発基金への積み立てや幼児教育推進計画に基づく関連施策のため
一時的に取り崩した額。再編などによって生じる財源により補填する。１億円未満は四捨五入。

表２ 市債残高の推移

特例債…返済のための財源を国が手当てするもので国民全体の借金といえるもの。主に、普通交付税
の代替である臨時財政対策債。

普通債…道路や建物の建設に使われた借金で市税収入など市の負担で返済するもの。

行財政プランの取り組み
令和３年度決算 約２５億円の効果

【市の健康状態を見る財政指標】
地方公共団体の財政状況を統一的な指標で明らかにし、早期
健全化や再生の必要性を判断するため、健全化判断比率（右表
①～④）などの公表が義務付けられています。
これらの財政指標が一定の基準以上となった場合は、国の関
与の下、財政の健全化を図ることになります。
【市の財政はどうなの？今後どうなるの？】
国の補正予算に伴い普通交付税が増加したことにより、標準
財政規模が一時的に増大したため、財政調整基金現在高が目標
値を下回りましたが、財政指標は健全な数値を維持していま
す。
今後、公共施設の老朽化対策や社会保障関係経費の増加が見
込まれており、引き続き公共施設マネジメントの推進や効率的
・効果的な行政経営など中長期的な視点から持続可能な行財政
運営の確立に向けた取り組みを進めます。

【３年度決算における行財政プラン取組効果】
３年度は、公共施設の長寿命化や機能集約（市立伊丹ミュー
ジアム＝本紙１面＝）などの公共施設マネジメントの推進や、
徴収体制の強化などの事務事業の見直し・効率化、市有財産の
売却や収益事業収入の確保など臨時的な効果が発生したことに
より、取組効果額は約２５億円となりました。

市経営企画課!７８４－８０２７

健全化判断比率と行財政プラン目標値

健全化判断基準

－

早期健全化基準１１.３５％
財政再生基準２０.０％
早期健全化基準１６.３５％
財政再生基準３０.０％
早期健全化基準２５.０％
財政再生基準３５.０％

早期健全化基準３５０.０％

経営健全化基準２０.０％
実質赤字、連結実質赤字、資金不足額がない場合と将来負担額が公債費充
当可能財源などを下回る場合は「－」と表示。

目標値

１７～２０％の範囲内

－

－

６年度で
３～７％程度
６年度で

１５～５５％程度

－

３年度決算

１６.８％

－

－

４.５％

－

－

細目

標準財政規模に対する
財政調整基金の割合

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

資金不足比率

項目

基金
現在高

健
全
化
判
断
比
率

令和３年度決算年度各会計・出資法人などの決算状況

一般会計・特別会計

実質収支

１１億５０１万円

４億１６２７万円

１１３万円

１億８６２２万円

１１万円

５１万円

８万円

６億４３２万円

公営企業会計

繰越利益剰余金
（△は繰越欠損金）

△３４億２４８９万円

１１億４７９４万円

５億６６６３万円

１１億４４４５万円

△７億５５３９万円

１４億３８５３万円

１億１７２７万円

財団など

繰越収支差額等

１億５６５２万円

２億７５８８万円

計数はそれぞれ１万円未満を四捨五入しているため、差引・合計とは一
致しないものがあります。
公営企業会計及び株式会社は仮受・仮払消費税を除いた額です。
一般会計・特別会計・公益財団法人は消費税及び地方消費税込額です。

歳入歳出差引額

２０億７２７７万円

４億１６２７万円

１１３万円

１億８６２２万円

１１万円

５１万円

８万円

６億４３２万円

収支差引
（△はマイナス）

７億６８２１万円

３億１２４４万円

９７６５万円

６億４２０３万円

△２億８９９１万円

１０億１３７７万円

２５億４４１９万円

収支差額

２９３７万円

２７３８万円

歳出決算額

９５５億４３７４万円

１８８億８６５５万円

３１億２０４１万円

１５３億２２５７万円

１０６４万円

１３４９万円

１８２６万円

３７３億７１９１万円

支出総額

１３６億５６２万円

３３億６４３４万円

２億５０１３万円

３９億９４８４万円

２２億７５００万円

２１４億６９４６万円

４４９億５９４０万円

支出

１１億７９９８万円

１億５７１４万円

歳入決算額

９７６億１６５１万円

１９３億２８２万円

３１億２１５４万円

１５５億８７９万円

１０７４万円

１４００万円

１８３４万円

３７９億７６２３万円

収入総額

１４３億７３８３万円

３６億７６７８万円

３億４７７８万円

４６億３６８６万円

１９億８５１０万円

２２４億８３２４万円

４７５億３５９万円

収入

１２億９３５万円

１億８４５２万円

会計名

一 般 会 計

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

鴻池財産区

荒牧財産区

新田中野財産区

合計

会計名

病院事業

水道事業

工業用水道事業

下水道事業

交通事業

モーターボート競走事業

合計

会計名

（公財）いたみ文化・スポーツ財団

伊丹まち未来㈱

特
別
会
計


